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要          旨 

〔趣旨〕 

現在、平成25年度４月の保育園入園の申込内定及び２次募集の実施が行われていま

す。２月21日集計の２次募集（第１希望～４希望合計）の状況を見ると、ゼロ歳児は

６名の残枠に398名（倍率67倍）、１歳児は８名の残枠に695名（倍率87倍）、２歳児は

14名の残枠に355名（倍率26倍）、３歳児は13名の残り枠に240名（倍率19倍）となっ

ており、保育のニーズに対して、行政の対応は甚だ不十分なままで、危機感に欠けて

います。 

また、平成24年秋には、上連雀保育園及び中原保育園のゼロ歳児枠を突然廃止した

結果、多くの保護者や乳幼児に強いストレス、不安を与えました。既に保育園に子ど

もを預けていた保護者は、本来することもなかった保活をせざるを得なくなりまし

た。ゼロ歳児が廃止された保育園の近くに物件を得ていた妊婦の方は、突然の決定に

対応策がなく、遠方の保育園までひたすら歩いて通うしか選択肢がなくなりました。 

そもそも、ゼロ歳児枠廃止の根拠となった、「保育園入園に関するアンケート」に

ついては、今年度ゼロ歳児を預けた保護者へのアンケートであり、実際の保育ニーズ

調査ではありませんでした。また、ワーク・ライフ・バランスにより、育休を取得で

きる根拠としたアンケート回答（１歳から入園希望が約６割）についても問題があり

ました。 

設問は、「保育園にいつでも入れる状況にあれば何歳で入園させたいですか｡」とし

かなく、希望の聴取でしかありません。それなのに、実際どうだったかをあわせて聞

かずに、この回答をもって、２園のゼロ歳児枠を廃止したことは全く道理に合いませ

ん。 



実際の育休取得に当たっては、職場の風土や制度への上司の理解、年収の減少（手

当が満額ではない）、自身のキャリア形成、企業規模（特に零細等）による事実上の

困難、保育園の待機児が既に明白等々、複数の理由でゼロ歳児から預けるという選択

となるわけです。列挙した課題が全て解消されれば、１歳（企業規模によっては上乗

せで２～３歳）からという選択も容易にできますが、実際は報道でもあるように、企

業側から安易な育休批判が出てしまう惨状であり、行政の希望的観測は達成不可で

す。 

よって、待機児問題が今後も明白なことから、以下の対策の実施を求めます。 

記 

１ 現在の子ども政策部の、保護者を無視し場当たり的な対応を是とする体制を    

見直し、例えば横浜市のような、強力に待機児を解消する体制へ再編する。 

２ ワーク・ライフ・バランスや人数枠の弾力化など、待機児解消を感じさせておい    

て、実際は異なるという、保護者を誤解させる用語の使い方を一切やめる。 

３ 既存施設や人数枠について削減を行わず、施設の改修や新設など対策を行い、    

各年齢の純増によって、ゼロ～２歳（３歳）待機児を解消する。 

  そのほか、とり得る施策をフル活用して待機児を解消するよう求めます。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




